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Ⅲ 収入限度額 

  被扶養者は、主として組合員の収入により生計を維持される者でなければなりません。そのため、

認定を受けようとする者は収入限度額(以下「限度額」という。) 未満である必要があります。 

【収入限度額】  

年間 130 万円(月額 108,334 円/日額 3,612 円) 

ただし、「障害年金を受給されている場合」や「60 歳以上の場合」は年間 180 万円(日額 5,000 円) 

 被扶養者認定における収入は、所得税法に基づく収入とは異なり、一時的な収入(※)以外のあら

ゆる恒常的な収入を合算します。(主な収入の種類については以下表のとおりになります。)  

そのため、アルバイト等給与収入や年金収入、事業所得、保有資産から生じる所得など複数の収入

がある場合、それら全ての収入の合計が限度額以上であれば被扶養者の認定要件を欠くことにな

ります。 

  なお、限度額を確認する期間は暦年や会計年度などの特定期間ではなく、将来にわたる 1 年間 

(12 ヶ月)となります。ただし、被扶養者資格確認調査(検認)において、過去の収入もあわせて確認

し、限度額未満であるかを確認します。 

※退職手当や一度限りの資産の譲渡、売却などは一時的に得る収入になります。

【主な収入の種類】 

① 給与収入 給料、賃金、手当、賞与、役員報酬など 

② 
年金収入 

課税  

<公的年金> 厚生年金、国民年金、共済年金、企業年金(※) 

<私的年金> 個人年金、企業年金(※) 

※ 確定給付企業年金法に基づくもの

非課税 

遺族年金、障害年金 

(注)非課税のため、所得(課税)証明書には記載されませんが収入

には含みます。 

③ 事業所得 

事業所得 農業、製造業、卸売業、小売業、サービス業、医業 

利子・配当所得 公社債及び預貯金利子、株式配当金など 

資産所得 家賃、地代、権利金、株式等の売買等から生じる収入など 

雑所得 原稿料、執筆料、講師謝金、講演料、出演料、印税など 

④ その他収入 雇用保険、休業補償、傷病手当金など 

各収入の取扱いは次ページ以降 1～4 にそれぞれ記載しておりますのでご確認ください。 
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１.給与収入

給与収入(パート、アルバイトなど)のある被扶養者の認定について、勤務開始日から将来に向かっ

て 1 年間（所得税法上の 1 年間ではない。）毎月働き続けた場合、給与収入が限度額未満と推計でき

る場合に限り認定することになります。(注)   

なお、扶養における給与収入は、通勤手当(非課税)を含まない税控除前の総支給額となります。 

(注)勤務先が複数ある場合、全勤務先の給与収入を合算し、限度額未満となるか確認してください。 

(1)給与収入がある被扶養者の新規認定(直近 3ヶ月平均が限度額未満となる場合) 

被扶養者申告の届出があった日の属する月の直近 3 ヶ月間の平均額を算定し、将来に向かって 

給与収入が限度額未満と推定される場合、認定することができます。 

<ケース>

・令和 4 年 10 月 1 日を事実発生日として新規申請を行う。

・給与支払(見込)証明書又は給与明細(令和 4 年 7 月～9 月分)(※)を確認する。

給与明細(令和 4 年 7 月～9 月分)を確認する場合、直近 3 ヶ月の給与収入が限度額未満となるか

確認する。

月 7 8 9 10 

給与支給額(円) 80,000 90,000 100,000 90,000 

<確認結果> 

・将来に向かって限度額(年間 130 万円)未満となる見込みのため、令和 4 年 10 月 1 日付けで認定

※算定された 3 ヶ月平均が限度額未満となり、将来も同程度の収入が推定される場合に限り、「給与

(支払)見込証明書」に代えて直近 3 ヶ月分の給与明細を提出することができます。

直近 3 ヶ月の給与収入の平均 

(80,000＋90,000＋100,000)÷3=90,000<108,333 

3 ヶ月平均を算出し、限度額未満となる 
認

定 
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(2)給与収入がある被扶養者の新規認定(直近 3ヶ月平均が限度額を超過する場合) 

被扶養者申告の届出があった日の属する月の直近 3 ヶ月平均を算定し、限度額以上になるが、 

「給与支払(見込)証明書」で年間見込額が限度額未満になることの確認ができれば認定することが 

できます。 

<ケース>

・令和 4 年 10 月 1 日を事実発生日として新規申請を行う。

・給与明細(令和 4 年 7 月～9 月分)を確認し、直近 3 ヶ月の給与収入が以下のとおりになる。

月 7 8 9 10 

給与支給額(円) 100,000 110,000 120,000 100,000 

⇒直近 3 か月平均が限度額以上となる場合、認定できません。

ただし、7～9 月が繁忙期等で一時的に限度額以上となるが、年間では限度額以上となる見込み

がなければ、「給与支払(見込)証明書(※)」にて、年間見込額が限度額(年間 130 万円)未満となる

かを確認します。

※「給与支払(見込)証明書」とは、給与支払者(勤め先)が、当該被雇用者の給与支払見込みを証明す

る書類になります。(「Ⅴ－1－(3) 認定を受けようとする者の収入確認にかかる必要書類」(P20)に

様式があります)

<確認結果>  

・「給与支払(見込)証明書」より年間見込額が限度額(年間 130 万円)未満であることが確認できるた

め、令和 4 年 10 月 1 日付けで認定することができます。 

年 月 給与支給 

見込額(円) 

賞与 

(円) 

月額合計 

(円) 

累計(円) 

令和 

4 年 

10 100,000 － 100,000 100,000 

11 110,000 － 110,000 210,000 

12 120,000 10,000 130,000 340,000 

令和 

5 年 

1 110,000 － 110,000 450,000 

2 90,000 － 90,000 540,000 

3 100,000 － 100,000 640,000 

4 110,000 － 110,000 750,000 

5 90,000 － 90,000 840,000 

6 80,000 10,000 90,000 930,000 

7 70,000 － 70,000 1,000,000 

8 90,000 － 90,000 1,090,000 

9 70,000 － 70,000 1,160,000 

直近 3 ヶ月の給与収入の平均 

(100,000＋110,000＋120,000)÷3=110,000>108,333 

3 ヶ月平均を算出し、限度額以上となるため、この状態では認定できません 

年間見込額が限度額未満 

認定 
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◎給与により収入超過する場合

給与収入を確認した結果、以下(1)～(4)に該当する場合、収入超過により被扶養者の取消申告をす

る必要があります。必要書類、取消日等の詳細について、各所属所担当者にお問い合わせの上、被扶

養者の取消手続きを行ってください。(知事部局職員(会計年度任用職員を除く)については所属所で

ある大阪府総務サービス課にお問い合わせください) 

(1)雇用条件変更により基本収入が限度額以上となる場合

(2)勤務開始により基本収入が限度額以上となる場合

(3)3 ヶ月平均が限度額以上となり、かつ、年間見込額が限度額以上となる場合

(4)所得(課税)証明書により前年収入が限度額以上と判明した場合

２.年金収入

【主な収入の種類】(P5)の②のように年金収入は課税の公的年金だけでなく、私的年金及び非課税

年金も含め、全ての年金収入を合算します。その結果、年間 130 万円未満(「障害年金を受給してい

る場合」や「60 歳以上で公的年金受給している場合」は年間 180 万円未満)であれば認定することが

できます。 

<ケース>

・個人年金及び老齢基礎年金を受給する母(62 歳)を扶養

・令和 4 年 10 月 1 日扶養変更により新規申請

・老齢基礎年金は年間 85 万円、個人年金は年間 80 万円受給

<確認結果> 

・2 つの収入を合算して年間 165 万円となるため、限度額(60 歳以上のため 180 万円)未満となる

ことから、令和 4 年 10 月 1 日付けで認定することができます。

◎年金により収入超過する場合

年金収入を確認した結果、限度額以上となる場合、年金証書や年金額改定通知書等を受け取った日

付けで取消します。(※)ただし、その日が明確でない場合は通知書に記載された交付日又は年金額決

定(改定)日付けで取消となります。 

※個人年金のように、年金証書や年金額改定通知書等を受け取った日よりも年金支給日の方が早い

場合、年金支給日付けで取消します。

その他必要書類等の詳細については、各所属所担当者にお問い合わせの上、被扶養者の取消手続き

を行ってください。(知事部局職員(会計年度任用職員を除く)については所属所である大阪府総務サ

ービス課にお問い合わせください) 
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３.事業所得

事業により得られた収入から、当共済組合が事業に必要な支出であると認める経費(注 1)を控除し

た後の額を事業所得とし、年間 130 万円未満であれば認定することができます。 

(注 1) 共済組合での扶養認定において、控除できない主な経費は①～⑥となります。 

①減価償却費 ②貸倒(引当)金 ③利子割引料 ④租税公課 ⑤広告宣伝費 ⑥接待交際費

 なお、確定申告で認められた経費でも①～⑥で控除できない経費が発生する場合があります。詳細

については、以下の通知をご確認ください。 

【通知】被扶養者認定に係る事業所得の必要経費の範囲について 

必要経費の範囲について 

(注 2)事業所得を算出した結果、マイナスの額になった場合、所得を 0円として取り扱います。 

被扶養者に事業所得等がある場合は、以下のセルフチェック票にて、収入金額を確認してください。 

被扶養者(事業所得等)セルフチェック票 

◎事業所得により収入超過する場合

確定申告書類を確認の上、限度額以上の見込みがあれば、確定申告の受付日付けで取消します。

なお、開業時点で限度額以上の所得の見込みがあれば開業日付けで取消します。 

https://osaka.chikyosai.or.jp/files/kaiin/hifuyou/keihi_hanni.pdf
https://osaka.chikyosai.or.jp/files/kaiin/hifuyou/hitsuyoukeihi.pdf
https://osaka.chikyosai.or.jp/files/kaiin/hifuyou/selfcheck.xlsx
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４.雇用保険

雇用保険を受給する場合、待機期間、給付制限期間及び限度額(日額 3,612 円)未満であれば認定

することができます。 

限度額以上の雇用保険を受給する場合、「雇用保険受給資格者証」に記載の支給開始日をもって 

取消となります。なお、雇用保険の受給終了後、申請により再認定が可能となります。 

【離職した家族の扶養を申告する場合】 

就労していた家族が離職したことにより被扶養者として認定する場合は、雇用保険の受給状況を

確認します。 

なお、被扶養者になるための申告事由が離職でなくても、「所得(課税)証明書」に給与収入の記載が

あるなど、過去に就労していた事実がある場合、「離職票」又は「雇用保険受給資格者証」により雇

用保険の受給状況を確認します。 

【雇用保険を受給する場合の流れ】 

離職 雇用保険受給開始 雇用保険受給終了 

申請              申請 

①申請前・待機期間 ②雇用保険受給期間   ③雇用保険受給終了後 

給付制限期間・受給期間延長中 (日額 3,612 円以上の場合) 

①離職後、ハローワークで雇用保険受給の申請を行います。自己都合による離職の場合、申請後、

待機期間 7 日間と給付制限期間 2 ヶ月を経過してから雇用保険を受給します。(注 1)(注 2)

そのため、離職してから雇用保険を受給するまでの間、無収入となるので、離職日の翌日付けで被

扶養者として認定することができます。

(注 1)会社都合による離職の場合、待機期間 7 日間を経過してから雇用保険を受給します。

(注 2)出産などにより雇用保険の受給期間が延長となった場合、その旨を確認の上、延長期間終了

まで認定することができます。(離職日の翌日から 4 年以内まで延長することができます) 

②認定中に雇用保険の受給開始後、日額 3,612 円以上の雇用保険を受給する場合は受給開始日に

遡って取消申告をしてください。(「雇用保険受給資格者証」の第 3 面に記載された支給の始期が

取消日となります)

(注 3)受給額が日額 3,612 円未満の場合、取消をしていただく必要はありません。

③雇用保険の受給が終了した後は、無収入になるため申請により再認定を行うことができます。(「雇

用保険受給資格者証」の第 3 面に記載されている支給終了日の翌日を認定日とします)

※雇用保険の受給状況を確認するための提出書類については「Ⅴ－1－(3)【雇用保険にかかる必要

書類】(P21)」をご確認ください。

被扶養者として

認定できます。 

被扶養者として 

認定できません。 

被扶養者として

認定できます。 



＜参考＞ 

〇共済組合における収入の考え方(事業所得の場合)  

 

 

 

1
1

  

「収入金額④」から「売上原価⑨」

を控除した「差引金額⑩」を収入と

します。-(a) 

「差引金額⑩」を収入とします 「経費⑱」のうち、(1)～(6)を 

除いた額を経費とします。-(b) 

【控除不可な経費】 

(1)減価償却費 (4)租税公課 

(2)貸倒(引当)金 (5)広告宣伝費 

(3)利子割引料  (6)接待交際費 

 

  

  

上記の(a)から(b)を控除した額を被扶養者認定における事業所得とします。 

(1) 

(2) 

(3) 

(4) 

(5) 

(6) 



＜参考＞ 

〇共済組合における事業所得の考え方(不動産所得の場合)  

 

「収入金額⑤」を収入とします -(a) 

1
2
 

上記の(a)から(b)を控除した額を被扶養者認定における事業所得とします。 

「経費⑫」のうち、(1)～(3)を 

除いた額を経費とします。-(b) 

【控除不可な経費】 

(1)減価償却費  

(2)貸倒 (引当)金    

(3)租税公課   

(1) 

(2) 

(3) 


